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1．はじめに

　現代の産業社会における技術（特に製造業
の生産技術）は主に「研究開発努力（research 

and development effort）」の産物であり，企業
にとってはさらなる生産性向上の源である。ま
た，企業は技術によって激しい競争を乗り越え
成長や安定を収めることができ，社会全般に
とって技術は新たな活力を生み出す原動力と考
えられる。
　伝統的経済学の中の企業は，所与とされる
企業環境の下で価格の機能を中心に動く市場
メカニズム（market mechanism）の中で最適
化（利益最大化や費用最小化）のために，自分
の用いるインプットと自分の産出するアウト
プットの数量および価格をいくらにするべきで
あるかという問題に焦点を当てるのみで，能動
的に技術を創り出しそれを活用するような存在
ではない。しかし，現代企業の多くは需要関数
（demand function）や費用関数（cost function）
といった企業環境を所与のものとしてそのまま
受け入れるのではなく，むしろ新しい技術に

よって新製品や新サービスを創り出し企業環境
が自分にとって有利なものとなるよう市場に働
きかけその結果を見据えながらインプットを導
入しアウトプットの生産量や価格を決めてい
る。すなわち，現代の企業は環境から影響を受
けながらも，積極的に環境を制御しようとする
存在といえよう。
　企業が自分を取り巻く環境を制御するために
取り得る行動は，環境制御のために取り入れる
手段の種類によって「直接的資源投入，経験効
果の利用，および企業組織の調整」の3つに大
別される。直接的資源投入とは，製品差別化
や生産コストの低減を目的として直接資源を
投入する行動と定義することができる。製品
差別化を目的とする広告宣伝（advertisement）
や生産コストの低減を目的とする研究開発
（research and development）などがその代表例
である。本研究では直接的資源投入としての研
究開発に的を絞り，それを理論的に考察した
後，日本の製造業における研究開発投資の現状
を概観するとともに，積極的に研究開発活動を
行っている日本の3工業（化学工業，電気電子
通信機械器具製造業，輸送用機械器具製造業）
の技術知識ストックを測定しそれに基づいて上
記3工業の研究開発投資の効率性を調べる。本
研究で検証を試みる仮説と付属論点は次のとお
りである。

仮説：
研究開発活動は製造業の付加価値（効率）
を高める。
付属論点①：

最新データで探る日本製造業の研究開発投資の効率性

張 　 本 　 　 　 浩



東京国際大学論叢　商学・経営学研究　第 1号　2015年 9月̶  2  ̶

積極的に研究開発活動を行っている3工業の
間に研究開発活動の成果に差が存在する。
付属論点②：
製造業において1990年代と2000年代の研
究開発活動の成果に差が存在する。

　本研究は以上の仮説と論点を実証するために
あくまでも日本の製造業の数値データを用いた
定量的分析をメインとし，研究開発の質の検証
（定性的分析）は今後の研究に委ねることにする。

2．先行研究

　研究開発の効率性に関する研究において先駆
的かつ代表的な研究者としてはGriliches（1980）
とLev and Sougiannis（1996）があげられる。1）

両者の研究モデルは類似しており，後者は前者
の研究を継承していると思われる。彼らの研究
モデルは以下のように表される。

 Q＝TF(C, L)

 T＝G(K, O) （2.1）
 K＝∑w

i
R

t－ i
 

　上式で，Qはアウトプット（売上高，あるい
は付加価値），CとLはそれぞれ資本投入量と
労働投入量，Tは平均技術達成水準（全要素生
産性），Kは累積研究開発資産，Oは生産性に
影響を及ぼす他の要因，Rは各期に支出された
研究開発投資，wは技術知識の現状に対する過
去の研究開発の重み，を表す。そして，F関数
とG関数は通常「コブダグラス（Cobb-Douglas）
型生産関数」として具体化される（べき）とし
ている。
　このモデルは研究開発の効率性の研究で用い
られる典型的なものであり高い合理性を持って
いると思われるので本研究ではこのモデルを基
本に据えるが，（2.1）式を具体化する過程で，
技術知識ストック（K and/or T）の求め方に独
自の視点や方法を用い，研究開発の効率性の指
標として回帰推定係数の他に新しい効率性指標

を求めて利用する。言い換えると，本研究で
は「企業の付加価値に対する技術・資本・労働
の効果を数値化する」という長年の研究テーマ
に沿ってデータを収集し，そのデータを当ては
めるための回帰モデルとしては合理的かつ実用
的な生産関数として多くの経済・経営研究で用
いられている「コブダグラス（Cobb-Douglas）
型生産関数」に基づいたモデルを採用する。し
たがって，本研究は基本的に経済学の典型的な
生産関数モデルに基づいて研究開発の効率性の
測定を試みるという伝統的な研究の流れに属す
るものであるが，研究開発を理論的に考察した
り，技術知識ストックの求め方に確率的要素を
組み込み，回帰により得られる「技術知識ス
トックの産出弾力性」の他に研究開発投資の収
益率として「技術知識ストックの限界生産性」
をも求めて利用するなど先行研究とはやや異な
る視点や改良が導入されている。その他の研究
開発関連の先行研究やその概要については「4.2
節」を参照されたい。

3．研究開発投資の理論的考察

　企業が一定期間中に生産する製品の生産量
（需要）をQ，製品の価格をp，研究開発投資額
を i，単位生産費用をc，固定費用をFCで表わ
せば，この企業の一定期間中の総費用（TC）は

 TC＝FC＋cQ＋ i （3.1）

と書くことができる。c＝ f(i)と仮定すると，
研究開発投資額（i）が増えると単位生産費用
が低下すると考えられるので「dc/di＜0」で
ある。
　一定期間中の利益をπで表し，需要関数をQ

＝g(p)と仮定すると，企業の利益は

 π＝pQ－(FC－cQ＋ i) （3.2）

と表される。ここで利益を最大にする製品価格
と研究開発投資額を求めるために，（3.2）式を
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pと iのそれぞれについて偏微分しそれらをゼ
ロとおくと，

 
（3.3）

  
（3.4）

の式が得られ，この（3.3）式と（3.4）式の両
方を同時に満たすpと iの値がわれわれの求め
る最適解である。
　（3.3）を解くと，

 
 

（3.5）

となるが，上式の右辺は限界収益（marginal 

revenue）であり，需要の価格弾力性（e）の概

念を導入すると，それは となる2）ので，

（3.5）式は

  
（3.6）

と表わされる。
　単位生産費用の研究開発投資弾力性（研究
開発投資額を1％変化させると単位生産費用が
何％変化するかを表わす指標）をγとすると，
（3.4）は

 i＝γ cQ （3.7）

となる。ただし，γ＝－(i/c)(dc/di)である。
　また，（3.6）と（3.7）により

 
 

（3.8）

の式が得られる。この式は，収益に対する研究
開発投資額の比率（以下「対収益研究開発投資
比率」と略称する）を表し，企業が研究開発を

行うとき，収益のなかからどれくらいの額を研
究開発投資にまわすべきかを決めるときの基準
として使える。（3.8）によると，単位生産費用
の研究開発投資弾力性（γ）が大きければ対収
益研究開発投資比率は高くなり，需要の価格弾
力性（e）が大きくても対収益研究開発投資比
率は高くなることが予想される。
　以上は環境制御のための企業努力として一回
の研究開発投資に限った場合の極めて単純な分
析である。すなわち，この分析には，「長期間
にわたる企業努力」の視点が欠けており，企業
努力の効果（結果）における不確実性の存在も
考慮されていない。しかし，単純明瞭な解析的
分析により企業の研究開発投資における指針と
もいうべきものを提示していることに本考察の
意義を見出すことができる。

4．日本の製造業における研究開発投資と
技術知識ストック

4.1　研究開発投資の推移
　2013年日本の産業（金融業，保険業を除く
全産業）は2000年の研究開発投資額の1.09倍
にあたる12兆6,898億円を研究開発に投資し
た。また，2013年日本の製造業は全産業の総
研究開発投資額の88.7％にあたる11兆2,615億
円を研究開発に投資した。2000年のデータと
比較すると，投資額において14.7％伸びてお
り，対売上高研究開発投資比率でも2000年で
3.0％であったのが，2013年では4.15％に達し，
1.38倍の伸びを示している。3）

　製造業を17工業に分類すると，表1に示さ
れるように，1990年，2000年，2010年，2013
年ともに，化学工業（以下「C工業」と呼ぶ），
電気電子通信機械器具製造業（以下「E工業」
と呼ぶ），輸送用機械器具製造業（以下「T工業」
と呼ぶ）の3工業で他工業より多くの研究開発
投資が行われ，これらの3工業の研究開発投資
総額は製造業のそれのほぼ70％を占めている。
表1からはこれらの3工業の内部研究開発投資
額（各工業が自工業の研究開発のために投資し
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た額）が時間の経過とともに増加していること
が確かめられる。
　このように，内部研究開発投資額において，
製造業のなかで他工業より相対的に高い数値を
示すのは「C工業，E工業，およびT工業」で
あり，これらの3工業では他工業に比べ相対的
に旺盛な研究開発活動が行われていると考えら
れるので，以下ではこれらの3工業を便宜的に
「研究開発志向工業」と称し，その研究開発の
動向についてもう少し詳しく考察する。
　図1に示されているように，E工業の内部研
究開発投資はC工業とT工業のそれを大きく上
回っており，2005年頃までE工業ではC工業と
T工業の内部研究開発投資額の2倍以上が研究

開発に投資されている。このことは，C工業と
T工業よりE工業の方で生産コスト低減のため
の技術がより重要な要素であることと，E工業
は市場における競争に打ち勝つための手段とし
て新技術の開発を余儀なくされている可能性の
あることがうかがえる。しかし，研究開発志向
3工業ともに2007年～ 2009年の研究開発投資
額は減少しており，C工業とT工業よりE工業
の方でより大きく減少している。（図1参照）
　研究開発志向3工業の内部研究開発投資額の
傾向変動を確かめるために，「内部研究開発投
資額を被説明変数，年次（年度－1989）を説
明変数」として1990年以降のデータを用いて
単回帰を行った結果，説明変数の推定係数が

表 1　製造業の内部研究開発投資額

（出所）『科学技術研究調査報告／産業，売上高階級別研究関係従業者数及び社内使用研究費（企業）1985年版
～ 2014年版』総務庁統計局．
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「C工業300.66（t値12.38），E工業173.28（t値
1.81），T工業499.16（t値9.58）」となったので，
研究開発志向3工業とも時間の経過とともに内
部研究開発投資額は増加傾向にあり，T工業の
増加傾向がもっとも強くE工業の増加傾向が
もっとも弱いことがわかる。
　次に，他工業で研究開発志向工業関連の研究
開発に投資された総額を求める。そのために，
t年度の j工業における i工業分野への研究開発
投資額をR

t
(ji)とすると，t年度に他工業で支

出された i工業分野の総研究開発投資額は

 R
t
'(i)＝∑

j
 R

t
(ji)，ただし i≠ j （4.1）

となる。以下ではこれを「i工業の外部研究開
発投資額」と呼ぶことにする。
　製造業に属する諸工業の「製品・サービス分
野別社内使用研究費」を基に求めた外部研究開

発投資額においては，表3および図2に示され
ているように，E工業とT工業では増加傾向が
見られるのに対して，C工業ではほぼ横ばいの
状態が続いている。また，研究開発志向3工業
とも2008年以降では投資額が減少し，特にE

工業に対する投資額は急減している。
　研究開発志向3工業の「外部研究開発投資額
を被説明変数，年次（年度－1989）を説明変
数」として1990年以降のデータを用いて単回
帰を行った結果，説明変数の推定係数が「C工
業17.03（t値2.29），E工業61.90（t値2.12），T

工業128.10（t値15.01）」となったので，研究
開発志向3工業とも時間の経過とともに外部研
究開発投資額は増加傾向にあるものの，T工業
の増加傾向がもっとも強くC工業の増加傾向が
もっとも弱いことがわかる。さらに，C工業の
外部研究開発投資額は90年代以降ほとんど伸
びておらず，2000年代にはT工業の外部研究開

図 1　内部研究開発投資額の推移

表 2　内部研究開発投資額

（単位：億円）

（出所）『科学技術研究調査報告／産業，売上高階級別研究関係従業者数及び社内使用研究費（企業）1985年版
～ 2014年版』総務庁統計局．
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発投資額をも下回るようになっている。

4.2　 技術知識ストック（technologh & know 
　ledge stock）

　企業の生産活動のアウトプット（製品やサー
ビス）が過去の設備投資によって形成される資
本ストック（capital stock）から生み出される
のと同じように，企業の保有する技術知識は主
に企業が過去に投じた研究開発投資によって創
られ技術知識ストックとして企業内に保持され
ると考えることができる。
　後藤（1993）は「企業の有する技術知識の大
部分は，過去の研究開発によって生み出された
知識，経験の積み重ねからなっている。多くの
研究開発のケーススタディは，過去の研究開発
から得られた知識・経験をベースとしてさらに
新たな研究開発を付け加えることによって技術
進歩が実現されることを示している。……。企

業の生産活動にとって重要なのはこのような過
程を経て蓄積されてきた知識・経験のストッ
クである」と述べる。4）また，Griliches（1998）
は「生産性に対する過去の研究開発投資の影
響については次の3点を考慮しなければならな
い。第1に考慮すべき点は，研究開発投資が行
われてから実際に新しい発明（新しい知識や新
製品）が生まれるまでの時間的遅延（time lag）
である。第2に考慮すべき点は，研究開発に
よって造られる新しい発明（新しい知識や新製
品）がマーケットによって確実に受け入れられ
るまでの時間的遅延である。最後に考慮すべき
点は，外部環境の変化や競争者が生み出すより
新しい知識や新製品によって現在の知識や製品
が陳腐化（obsolescence）することである」と
説く。5）すなわち，研究開発には，研究開発投
資が行われてから実際に新しい知識や新製品が
発明されそれがマーケットによって確実に受け

表 3　外部研究開発投資額

（単位：億円）

（出所）『科学技術研究調査報告／産業，製品・サービス分野別社内使用研究費（支出額）（資本金 1億円以上の企業）
1985年版～ 2014年版』 総務庁統計局．

図 2　外部研究開発投資額の推移
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入れられるまでにはある程度の時間がかかり，
どのような技術や製品でも外部環境が変わった
りあるいは現在の技術や製品より優れたものが
発明されたりすることによって現在の技術や製
品が相対的に古くなった場合，現在の技術や製
品は陳腐化していくということである。
　研究開発とその成果に関する以上の諸見解を
まとめると，「新しい技術知識は過去の研究開
発投資の蓄積としての技術知識ストックによっ
て創られるが，研究開発投資が行われてから新
しい技術知識が創られるまでには時間的遅延が
伴う。また，古くなった技術知識は陳腐化し技
術知識ストックから流出していく。したがっ
て，技術知識ストックは研究開発投資によって
増加し，陳腐化によって減少する」ということ
になる。以下，技術知識ストックの形成と密接
な関連をもつ「時間的遅延」と「陳腐化」につ
いての先行研究の結果をまとめる。
　研究開発を広義に捉えると，研究開発とは，
研究開発投資によって生み出される新製品や新
サービスなどがマーケットに根を下ろし企業の
収益や利益に何らかの影響を及ぼすまでの諸活
動であり，それらの諸活動の遂行にかかる時間
（研究開発投資が行われそこから生み出される
新製品や新サービスが企業の収益や利益に反映
されるまでの時間）は一般に「研究開発リード
タイム（R&D lead time）」と呼ばれている。
　鈴木・宮川（1986）の推計によると，「基礎，
応用，開発すべての平均において，日本の製造
業の平均研究開発リードタイム（1981年）は
2.8年であり，C工業で3.7年，E工業で2.1年，
T工業で3.0年である。それに対して，アメリ
カの製造業の平均研究開発リードタイム（1978
年）は3.9年であり，C工業で4.2年，E工業で
3.0年，T工業で4.0年である。」という。6）また，
渡辺（1998）の分析によると，「1970年代以降，
技術の陳腐化率が高まるとともに技術開発競争
が激しくなった結果，研究開発の期間が段々短
くなってきている。例えば，日本の製造業にお
ける研究開発リードタイムは，1970年に平均3.6
年であったのが，1978年には3.3年となり，1993

年には2.9年にまで短縮されている」という。7）

　次に，現在の技術知識は外部環境の変化やよ
り新しい技術知識の出現により陳腐化していく
のが一般的である。このような技術知識の陳腐
化は概ね次のような原因によって引き起こされ
ると考えられている。第1に，技術革新の結果
としてより魅力的な技術・製品・プロセスが利
用可能となり，それによって既存の技術・製
品・プロセスの利用価値が低下し陳腐化してい
く。企業が研究開発活動によって新しい技術を
獲得しそれによって収益をあげるには，その技
術を体化した新製品や新サービスを販売する
か，あるいは新技術自体を他企業にライセンス
販売するかの2つの方法があるが，より魅力的
な新技術が出現すると，それら2つの方法が取
れなくなり，より古い技術は陳腐化せざるを得
なくなる。技術知識の陳腐化の第2の原因は，
時間の経過とともに特定の新しい技術知識が組
織外部に漏洩されその専門性が薄れることであ
る。すなわち，外部者に新しい技術知識が模倣
されもはや新しい技術知識でなくなるという現
象がおこるのである。
　技術知識の陳腐化に関しては，Griliches

（1998）は「80年代のヨーロッパではおよそ半
分ほどの特許が10年以内で更新されそのほと
んどが相当期間中一定の有用性を保つと期待さ
れたが，10年を過ぎて更新された残り半分ほ
どの特許はその特許の将来収入の期待値が低い
更新コストを下回った。このことは時間の経過
とともに大多数の特許の価値が急速に陳腐化す
ることを示唆する」と述べ，8）渡辺（1998）は
日本の製造業における技術の陳腐化率を「1970
年平均8％（平均寿命12.5年），1980年平均
10％（同10年），1993年平均12％（同8.5年）」
と推定している。9）

　以上のデータから日本では80年代以降激し
い技術開発競争により企業の研究開発投資が急
激に増えるとともに技術知識の陳腐化率が大き
くなり，企業側では技術知識の陳腐化率の増
大への対応策の1つとして研究開発のスピード
アップ（研究開発リードタイムの短縮）が図ら
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れている可能性がうかがえる。
　以上のことを要約すると，「フローとしての
研究開発投資によって技術知識ストックが増加
する。研究開発投資が行われた後，技術知識ス
トックが増えるまでには時間的遅延が介在し，
新しい技術知識の開発によって古い技術知識は
陳腐化していく（技術知識ストックが減少す
る）」ということになる。
　このように新しい技術知識はフローとしての
研究開発投資の積み重ねによって創り出される
と考えられるが，それを具体的に把握するのは
大変難しい。技術情報が人や物に体化され可視
的なデータとして存在しない場合も多く，例え
技術情報が設計図やマニュアルのような形で明
示されている場合でもその評価と具体化には
様々な問題が含まれるのが普通である。そこ
で，ここでは，これまでの考察に基づき，当期
の技術知識ストックの形成に関わる要素とし
て，（a）前期の技術知識ストック，（b）当期以
前の研究開発投資額，（c）自然変動要因，およ
び（d）陳腐化率，の4つに限定し，次のよう
にして技術知識ストックを算出する。

  
（4.2）

　S ：技術知識ストック
　m ：研究開発投資の有効期限
　 λ ： （研究開発投資の）技術知識ストックへ

の変換率
　IN ：研究開発投資額
　 ρ ：技術知識ストックの陳腐化率

　研究開発投資の有効期限（m）については，
現実値を捉えることは大変難しいので，鈴木・
宮川（1986）および渡辺（1998）の分析結果
の数値を参考にしてm＝3と仮定する。すなわ
ち，研究開発投資は去年の投資から3年前の投
資までが今年の技術知識ストック形成に影響を
与えるとする。また，研究開発活動は不確実性
が高く（確実に成果を得ることの保証はなく），
その成果は研究開発投資が行われてからある程

度の時間が経過しないと得られない性質のも
のと思われるので，変換率（λ）については，
「λ

t－1：平均値0.05，標準偏差0.005，λ
t－2：平

均値0.1，標準偏差0.01，λ
t－3：平均値0.2，標

準偏差0.02」の正規分布に従う変数と仮定する。
　技術知識ストックの陳腐化率（ρ）は，今節
の先行研究の数値を参考にして，10％と仮定す
る。また，技術知識ストックは1985年～ 2013

年の数値を推定しなければならないが，その
ときに規定値として必要な初期値（1984年度
の技術知識ストック）としては1984年度の研
究開発投資額を用いた。このようにして求めた
製造業（表1の17工業）および研究開発志向3
工業の技術知識ストックは「表4」のように表
わされる。まず，表4から，製造業および研究
開発志向3工業の技術知識ストックが時間の経
過とともに持続的に増えていることが確かめ
られる。研究開発志向3工業の技術知識ストッ
クの傾向変動を確かめるために，「技術知識ス
トックを被説明変数，年次（年度－1989）を
説明変数」として1990年以降のデータを用い
て単回帰を行った結果，説明変数の推定係数が
「C工業1965.10（t値37.10），E工業4210.84（t

値24.59），T工業2242.13（t値59.19），製造業
9983.38（t値36.37）」となったので，製造業お
よび研究開発志向3工業とも時間の経過ととも
に技術知識ストックは増加傾向にあり，E工業
の増加傾向がもっとも強いことがうかがえる。
しかし，2000年の技術知識ストックを1990年
のそれで割って見ると，「製造業2.16倍，C工
業2.06倍，E工業2.37倍，T工業2.06倍」となる。
ところで，2013年の技術知識ストックを2000
年のそれで割って見ると，「製造業1.42倍，C

工業1.42倍，E工業1.33倍，T工業1.64倍」と
なり，研究開発志向3工業とも2000年代に入り
技術知識ストックの伸び率は1990年代のそれ
に比べて相対的に大きく低下していることがわ
かる。ところで，研究開発志向3工業の中で技
術知識ストックの伸び率の減少がもっとも小さ
いのはT工業となっている（表5参照）。
　「表6と図3」は各年度の「付加価値（＝産

⎧
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎩
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出－中間投入）÷技術知識ストック」の数値を
もとに作成されたものである。これらによる
と，次の4点の傾向が浮かび上がる。
　第1に，E工業以外の製造業の「単位技術知
識ストックあたり付加価値（以下，単位技術知
識付加価値と略称する）」が年々低下している。
製造業および研究開発志向3工業の単位技術知
識付加価値の傾向変動を確かめるために，「単
位技術知識付加価値を被説明変数，年次（年度
－1993）を説明変数」として1994年以降のデー
タを用いて単回帰を行った結果，説明変数の推
定係数が「C工業－0.043（t値－12.21），E工
業0.071（t値10.21），T工業－0.042（t値－5.70），
製造業－0.097（t値－7.69）」となり，E工業だ
けが僅かながら時間の経過とともに単位技術知
識付加価値が増加傾向を示すものの，製造業や
その他の2工業ではすべて減少傾向を示す。E

工業の場合，2002年までは単位技術知識付加
価値が1を下回っていたが，2003年からは一貫
して1を上回るようになっている。C工業とT

工業の場合は両方とも1994年以降単位技術知

識付加価値が持続的に減少している。単位技術
知識付加価値を企業のパフォーマンスに対する
研究開発投資の効果を示す1尺度と考えると，
E工業以外の製造業の単位技術知識付加価値が
持続的な減少傾向を示すということはE工業以
外の製造業において企業のパフォーマンスに対
する研究開発投資の効果が年々薄れているとい
うことになる。
　次に，研究開発志向3工業の単位技術知識付
加価値は製造業全体のそれを大きく下回ってい
る。これは，製造業に属する他の工業より研究
開発志向3工業の方で企業のパフォーマンスに
対する研究開発投資の効果がより小さいことを
物語る。
　第3に，研究開発志向3工業のなかで研究開
発投資額がもっとも大きかったE工業の単位技
術知識付加価値が2000年以降改善されている
のに対して，C工業とT工業のそれは悪化して
いる。
　最後に，研究開発志向3工業の中で全期間を
通じてもっとも単位技術知識付加価値が高いの

表 4　技術知識ストック

（単位：億円）

表 5　技術知識ストックの傾向変動
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はT工業となっている。
　以上の考察により，単位技術知識付加価値
においては次のような3点の特徴が見受けら
れ る。
　第1に，E工業以外の研究開発志向工業にお
いて単位技術知識付加価値が年々減少している
ことである。次に，研究開発投資額（技術知識
ストック）の多いE工業やC工業よりそれの少
ないT工業の方で単位技術知識付加価値が全体
的に高いことである。最後に，製造業および研
究開発志向3工業のすべてにおいて2009年の単
位技術知識付加価値が急減しその後徐々に回復
していることである。これは，2008年に起き
た「リーマン・ショック」の影響を示している
ものと考えられる。

5．研究開発投資の効率性の推定

　企業のアウトプット（付加価値）は技術知識
ストックだけではなく，それ以外のファクター
（資本や労働）からも影響を受けると考えられ
る。したがって，この節では重回帰分析を用い
て各独立変数の産出弾力性を求め，それによっ
て研究開発投資が付加価値に及ぼす影響（研究
開発投資の効率性）を数値化することにする。
　そのためにここでは合理的かつ実用的な生産
関数として多くの経済・経営研究で利用されて
いる「コブダグラス（Cobb-Douglas）型生産
関数」モデルに基づいて以下のような関数を設
け る。

 Y＝Aeγ tSαK βL1－β （5.1）

表 6　単位技術知識ストックあたりの付加価値

図 3　単位技術知識ストックあたり付加価値の推移
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Y：付加価値
S：技術知識ストック
K：資本ストック
L：労働投入量

　（5.1）式において，γは例え技術知識ストッ
クがゼロであっても生ずるであろう「非体化技
術進歩率」であり，tは基準年から測った年次，
αは「技術知識ストックの産出弾力性」，βは「資
本の産出弾力性」である。
　次に，技術知識ストックの限界生産性（技術
知識ストックが1単位増えたときに得られる付
加価値の増加分）を研究開発投資の収益率（τ）
と考えると，

 
 （5.2）

となる。
　実測データを用いて回帰を行うために，まず
（5.1）式の中のA＝1とし，次に（5.1）式の両
辺をLで割った後対数化して整理すると，次式

が得られる。

 ln(Y/L)＝α ln S＋β ln(K/L)＋γ t （5.3）

　（5.3）式による回帰（regression）に使用す
るデータは，科学技術研究調査報告，国民経済
計算年報，民間企業資本ストック，等々から採
取した時系列データであるが，産業別研究施
設・設備の（代替）データが得られなかったた
め回帰には「研究施設・設備を含む資本ストッ
ク」の値をそのまま使用せざるを得なかった。
労働投入量は「（就業者数－研究関係従業者数）
×労働時間数」の値を使用した。
　（5.3）式による回帰の結果は「表7」と「表8」
のようにまとめられる。表のなかの最初の数値
は推定係数，括弧の中の数値は t値 /P値，「*」
は推定値が「5％有意水準で有効」，「**」は推
定値が「1％有意水準で有効」であることを表
わす。一般的に，「2＜ t＜4, 0.01＜P＜0.05」
の場合5％有意水準で有効，「t＞4, P＜0.01」
の場合1％有意水準で有効と判定される。
　まず，表7によると，製造業および研究開発

⎧
⎪
⎪
⎪
⎪
⎩

表 7　1990 年代（1985 ～ 2000）

表 8　2000 年代（1995 ～ 2013）
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志向3工業のなかで技術知識ストックの産出弾
力性（α）が有効なのはC工業のみであるが，
E工業の t値が2に近いことからE工業を考察
対象に加えると，C工業とE工業において技術
知識ストックの産出弾力性（α）と研究開発投
資の収益率（τ）が製造業のそれらを上回って
いるので，「1990年代において製造業のなかで
C工業とE工業の研究開発投資の効率が相対的
に高い」ことが認められる。技術知識ストック
の産出弾力性（α）と研究開発投資の収益率（τ）
の両方において，数値の高い方から並べると，
「E工業＞C工業＞T工業」の順になり，研究
開発志向3工業のなかで相対的に効率的な研究
開発活動を行ったのはもっとも研究開発投資額
の多いE工業であることがわかる。
　次に，表8によると，製造業および研究開発
志向3工業のすべてにおいて技術知識ストック
の産出弾力性（α）が有効ではないが，唯一 t

値が2に近いT工業の技術知識ストックの産出
弾力性（α）が他工業より高い数値を示してお
り，研究開発投資の収益率（τ）においては他
工業よりはるかに高い数値を示していることな
どから，2000年代に入り研究開発志向3工業の
なかで相対的に研究開発投資額の少ないT工業
の研究開発投資の効率性が飛躍的に高まったと
いえよう。これは2000年代に入り，電気電子
機器産業にかつての勢いが見られなくなってい
るのに対して，自動車産業はいまだかつての勢
いに衰えが見えないことと関連しているかもし
れない。
　最後に，1990年代と2000年代の両方におい
て，C工業の資本ストックの産出弾力性（β）
が有効な正の数値を示しており，装置産業とし
ての特徴を表していると考えられる。

6．結　　論

　以上の分析結果から，（a）全期間（1985～
2013）において製造業および研究開発志向3工
業の研究開発投資額は時間の経過とともに増加
傾向を見せるものの，2000年代の後半（2007

年以降）には減少に転じている。資源ストック
はストックの故全期間において持続的に増加し
ている，（b）1990年代においてはC工業とE工
業の研究開発投資が効率的である。研究開発志
向3工業のなかでは相対的に研究開発投資額の
多いE工業の研究開発投資収益率がもっとも高
いのでE工業の研究開発投資がもっとも効率的
である，（c）2000年代では推定係数の有効性
の欠如により付加価値に対する研究開発投資の
影響についての信頼性の高い結論は導き出せな
いが，「2000年代に入り研究開発志向3工業の
なかで相対的に研究開発投資額の少ないT工業
の研究開発投資の効率性が飛躍的に高まった」
可能性がある，（d）したがって，「全期間（1985
～ 2013）において日本の製造業の研究開発投
資は増加傾向にあるが，2000年代の後半では
減少している。1990年代ではC工業とE工業の
研究開発投資は効率的であった（付加価値を増
大させた）ものの，2000年代の製造業および
研究開発志向3工業の研究開発投資の効果につ
いては統計的に信頼できる結論を得ることがで
きず，T工業のみ研究開発投資の効率性が飛躍
的に高まった可能性がある」という結論を導き
出すことができる。
　相対的に研究開発投資額の多いE工業の研究
開発における効率性の低下と相対的に研究開発
投資額の少ないT工業の研究開発における効率
性の向上という結果の原因の追及は今後の定性
的研究に委ねるしかないが，日本のE工業で旺
盛に研究開発投資が行われその結果得られた技
術が2000年代に入り他国の企業に容易に模倣
されるようになり，また世界経済のグローバリ
ゼーション（globalization）によってE工業の
製品が賃金の安い国や地域で製造されるように
なったことと関係しているように考えられる。
それに対して日本のT工業で開発される技術知
識は他国の企業に簡単に模倣されることがな
く，したがって日本のT工業で創られる技術や
製品にはいまだブランド力や品質が他国より相
対的に高い状態が維持されていることが予想さ
れる。
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　以上の考察により，本研究で当初掲げた仮説
と2つの論点に対しては上記の表のような結論
が導かれる。
　各工業間または年代間における研究開発成果
の差を生み出す原因としては，経済のグローバ
リゼーション化に伴う国際競争の激化，新興国
への技術や資本の移転，新技術開発の難易度の
変化，等々のことが考えられるが，本研究のよ
うな定量分析のみでは研究開発の成果の差を生
み出す原因を特定することはできない。

　最後に，本研究はあくまでも研究開発につい
ての定量分析を行ったものであり，そこから得
られる諸結論の背後に横たわっている原因の追
究や研究開発の質についての仮説の検証（研究
開発の定性分析）には立ち入っていない。本研
究をより意味のあるものにするには研究開発の
定性分析が必要不可欠であることはいうまでも
ないが，筆者の現状における能力の不足により
それらは今後の研究課題として取り組んで行き
たい。
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English Summary

The Efficiency of Research & Development Investment 

in the Japanese Manufacturing Industries 

by Analyzing the Latest Industry Data

Hiroshi Harimoto

The actions of the firm in order to control various environmental factors such as demand function 

and/or cost function are direct resource investment, making use of experience effects, and adjustment 

of organization of the firm. Direct resource investment is actions such as product advertisement for 

the purpose of product differentiation and R&D (Research and Development) for the purpose of 

decrease in production cost. In this research, R&D investment as a kind of direct resource investment 

is focused, and the recent situation of R&D investment in the Japanese manufacturing industries is 

reviewed after considering R&D investment theoretically. In addition, technology and knowledge 

stock of the 3 Japanese manufacturing industries (chemical industry, electric & electronic industry, 

and transportation industry) which have actively engaged in R&D is measured, and the efficiency of 

R&D investment in the 3 Japanese manufacturing industries is estimated on the basis of the above 

mentioned technology and knowledge stock. In this research, the following 3 hypotheses are tested.

(1) R&D investment contributes to enhance the value-added of the firm.

(2)  There is a difference among the 3 Japanese manufacturing industries in the results of R&D 

investment.

(3)  There is a difference between the period of before-2000 and the period of after-2000 in the 

results of R&D investment.

key words:  Research and Development (R&D), R&D Leadtime, Obsolescence of Technology 

and Knowledge, Technology and Knowledge Stock (TKS), Output Elasticity of TKS, 

Earning Ratio of R&D Investment.
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